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改正特許法の関連条文（先願参照出願に関連するもの） 

 

＜特許法第 38 条の 3＞ 
（先の特許出願を参照すべき旨を主張する方法による特許出願） 
第三十八条の三 特許を受けようとする者は、外国語書面出願をする場合を除

き、第三十六条第二項の規定にかかわらず、願書に明細書及び必要な図面を

添付することなく、その者がした特許出願（外国においてしたものを含む。

以下この条において「先の特許出願」という。）を参照すべき旨を主張する方

法により、特許出願をすることができる。ただし、その特許出願が前条第一

項第一号又は第二号に該当する場合は、この限りでない。 
２ 前項に規定する方法により特許出願をしようとする者は、その旨及び先の

特許出願に関し経済産業省令で定める事項を記載した書面を当該特許出願と

同時に特許庁長官に提出しなければならない。 
３ 第一項に規定する方法により特許出願をした者は、経済産業省令で定める

期間内に、当該特許出願に係る願書に添付して提出すべき明細書及び必要な

図面並びに同項に規定する方法における主張に係る先の特許出願に関し経済

産業省令で定める書類を提出しなければならない。 
４ 前項の規定により提出された明細書及び図面に記載した事項が、第一項に

規定する方法における主張に係る先の特許出願の願書に添付した明細書、特

許請求の範囲又は図面（当該先の特許出願が、外国語書面出願である場合に

あつては外国語書面、外国においてしたものである場合にあつてはその出願

に際し提出した書類であつて明細書、特許請求の範囲又は図面に相当するも

の）に記載した事項の範囲内にない場合は、その特許出願は、前条第一項の

規定にかかわらず、前項の規定により明細書及び図面を提出した時にしたも

のとみなす。 
５ 第三項の規定により提出された明細書及び図面は、願書に添付して提出し

たものとみなす。 
６ 前各項の規定は、第四十四条第一項の規定による特許出願の分割に係る新

たな特許出願、第四十六条第一項又は第二項の規定による出願の変更に係る

特許出願及び第四十六条の二第一項の規定による実用新案登録に基づく特許

出願については、適用しない。 
 

〔参照条文(抄)〕 
○ 特許法 
（特許出願） 
第三十六条 （略） 
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２ 願書には、明細書、特許請求の範囲、必要な図面及び要約書を添付しなけ

ればならない。 
３～７ （略） 
 
（特許出願の日の認定） 
第三十八条の二 特許庁長官は、特許出願が次の各号のいずれかに該当する場

合を除き、特許出願に係る願書を提出した日を特許出願の日として認定しな

ければならない。 
一 特許を受けようとする旨の表示が明確でないと認められるとき。 
二 特許出願人の氏名若しくは名称の記載がなく、又はその記載が特許出願人

を特定できる程度に明確でないと認められるとき。 
三   （略） 
２～９ （略） 
 


